

















頁 行 誤 正
1 10 速度 速度(m/鴨川〉
1 1 船舶長〈垂線開長) 船舶長〈垂線開長，m)
12 21 GTがトン G T iJ1 100トン
31 式(3.17) dVkdVk・ dVk.dVk 
47 表3・5 0.399 0.999 
51 14 船の直径 船の衝突直接
57 29 図4・2 図4・3
59 8 図3・2 図2噛 1
68 式(4.17) X 1+ r B2 X I (t4)+ r B 2 
" 式(4.20) cos θ sin8 
11 が sin8 cos8 
69 式(4.21) cos sin8 
1 1 sin8 cos8 
" 8 (2.23) (4.23) 
130 17 Lloyds Lloyd's 
1 18 Underwriters Underwriters' 
147 19 積荷重量トン 載荷重量トン
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































α β γ δ
H 一931．4 4．59 4．59220．0
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































航路名 Lo w Q μω ％ λ o
明　石　海峡 18．5 4．0 68．8 1．36 0．26 0．50 020
浦賀　水　道 280 2．0 33．5 1．53 0．26 0．50 0．20
備　　讃　　東 35．7 2．0 44．5 1．43 0200．50 0．20





























































































































Lε（㎞） W（m）Q（ship／hOλ μω ％
東航路 37．0 1400 23．2 0，498 1．91 0，575備東
]瀬戸部
宇高東航路 5．0 700 7．3 0，987 1．44 α504
宇高西航路 6．0 700 7．7 0，987 1．47 0，517
北航路 22．0 700 13．3 0，013 1．71 0，463備西
]瀬戸部 水島航路 14．0 700 5．2 0．η6 1．31 0，499










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































σω 0．15 0．宏 0．35
μω L　（m） Gτ（t） L　（m） Gτ（t） L　（m） Gτ（t）
μω一2σω 12．6 19 7．9 5 5．0 2
μω一σω 17．8 51 14．1 26 11．2 14
1．40 μω 25．1 133 25．1 133 25．1 133
μω＋％ 35．5 352 44．7 672 56．2 1，279
μω＋2（秘 50．1 926 79．4 3，377 125．912，333
μω一2σω 15．8 36 10．0 10 6．3 3
μω　％ 22．4 96 17．8 51 14．1 26
1．50 μω 31．6 254 31．6 254 31．6 254
μω十σω 44．7 672 56．2 1，279 70．8 2，447
μω＋2σω 63．1 1，770 100．0 6，457 158．523，555
μω一2％ 20．0 70 12．6 19 7．9 5
μω一σω 28．0 184 22．4 96 17．8 51
1．60 μω 39．8 485 39．8 485 39．8 485
μω十σω 56．2 1，279 70．8 2，447 89．1 4，668
μω＋2％ 79．4 3，377 125．912，333199．544，961
μω一2σω 25．1 133 15．8 36 10．0 10
μω一σω 35．5 352 28．2 184 22．4 96
1．70 μω 50．1 962 50．1 962 50．1 962
μω＋％ 70．8 2，447 89．1 4，668 112．2 8，922



































































































































































































































































































































































































































































































5～20　（々＝1） 35 36 90 29 42













































































































































































































































































































































































































































































































D型ランク ω燃料費 ②船　費 （3｝貨物金利 Uト㈲の合計
～　20 367．5 0．7 0．4 368．5
20、　100 37＆3 3．1 1．7 383．2
100～　500436．0 16．5 9．1 461．6
500～3000701．8 84．9 47．2 833．8
3000～ 1579．7 516．2 286．6 2382．5
用いたパラメータの値
8－5結　　語
　航路整備は，航行安全性の向上のみならず迅速性・経済性の
向上といったさまざまな効果をもたらす。これらの諸効果は，本
研究で提案する航路計画方法論の中で，期待費用の低減に伴って生ずる便益として取り扱われる。混雑
4F 82，000（yen／t㎝）
αc 160，000（yen／ton）
λ 0．5　（1／year）
∠ 0．1　（1／year）
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費用の低減による便益は，事故損失の低減によるものとともに航路整備がもたらす便益の大きな部分を
占めているため，本章では混雑費用の算定方法に関する検討を行った。検討内容は，混雑による遅延時
間を推算するためのモデルの開発と，単位遅延時間当りの混雑費用の算定の2つに分けて進められた。
以下にその概要を示す。
　（1）船舶の航行挙動を記述する既往のシミュレーション・モデルを概観し，今回開発したシミュレー
　　ション・モデルが有すべき機能に関する指針を得た。
　（2）航路整備ならびに航行規制による遅延時間の低減効果を簡便に推定しうるよう，航路特性と交通
　　特性を容易に考慮しうるミクロ・シミュレーション・モデルを作成した。航行実態観測データおよ
　　びこれと同一条件下で実行したシミュレーション結果から得た航路通過に要する航行時間を比較し
　　たところ，ほぼ良好な現象再現性が見られた。
　（3）遅延に伴い生ずる混雑費用を構成する費用項目を抽出し，それぞれの算定方法を示した。
　（4）港湾統計等から費用算定に用いるパラメータの標準的な値を求め，船型ランクごとの単位時間当
　　たり混雑費用を計算したところ，100～500GTの船舶で約460円／分，500～3000　GTの船舶で
　　約830円／分という値を得た。
　以上の結果を用いることにより，航路整備による混雑緩和効果を貨幣夕一ムで測定することが可能と
なった。次章の数値計算例では，混雑費用の低減によりもたらされる便益が事故損失の低減により生ず
る便益にほぼ匹敵する大きさであることが示される。
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第9章　航路計画の検討手順と簡単な例題＊
9－1概　　説
　幅綾水域における船舶の衝突事故は，航路利用者のみならず多方面にわたり甚大な損害をもたらす。
それ故，航路における航行安全性はできる限り高いものであることが望ましい。また，迅速性や快適性
などの向上も輸送効率の改善等の見地から強く望まれている。しかし，航路の整備には費用を要し，無
限の投資が可能なわけではない。そこで，両者のバランスが最も適切となるような整備水準を探索する
ことが実際的な問題となってくる。さらに，上述の航路の諸機能間の達成度のバランスにも意を払うこ
とが要請される。
　さて，第5章で，リスク・アセスメントの考え方に基づく航路計画の基本的な枠組みを示し，以降の
章でこれを構成する個々の部分システムに関する，より詳細な検討を行った。ここでは，これらの章で
検討した結果をもとに，先に示した基本的枠組みの内容をさらに具体的に記すことによって，航路計画
の手順としてとりまとめる。また，モデル航路を想定してケース・スタディーを行うことにより，数値
的な検討を加える。
9－2　航路計画の検討手順
　図9－1は本研究で提案する航路計画の検討手順を示したものである。図中に破線で示された区分の
うち，（1）は新たに航路計画を策定する必要があるか否かを事前に検討する手順を示し，（皿）は（1）に
おける検討の結果，新たな航路計画を策定する必要が生じた場合に望ましい計画代替案を選定する手続
きを示す。
　まず，計画期間t＝1～Tに至るまでの各年次における計画対象交通流Ftを設定する。　計画対象交
通流は先決的に与える場合もあるが，多くは関連諸港湾の将来貨物量の推計値や船型の変化の傾向など
から推定することとなる。ただし，この部分については研究の蓄積も少なく今後の進展に待つ部分も多
いため，本研究では研究の対象外とし，別途与えられるものとする。
　次いで，計画の対象となる航路の物理的形状と航行規制に関する現在の状態を調査する。ここでは物
理的形状をSp，航行規制をSRと表わすこととし，それぞれの現在（t＝0）の状態を，　SPo，　SRoと記す。
　この3要素（SPo，　SRo，　Ft）を知ることによって，航路諸元に関する物理的な最低許容基準（最小航
路幅など）が満足されるか否かが判断される。ここでの判断基準には，5－－3－2で概観した従来の検討方
法により得られた数値が用いられる。この結果もし現行の航路諸元のうちいずれかが最低許容基準を
＊本章の一部は文献1）として発表している。
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満足しないならば，これを満たすため，新たに航路計画を立てなければならない。基準を満足する場合
は，航行シミュレーション・モデルならびにOSHICOP一モデルを用いて，現況に何ら手を加えないま
まの航路へ計画対象交通流を流した場合の交通流の状態すなわち，ここでは航行時間，Ts　t，と衝突
事故確率，Pc　t，
　　　　1：：蕊：：1：：｝　　　　・（…1）
を推定する。
　もし，予測された将来の交通状態が望ましいものであるならば，それはそれでよく，改めて航路計画
を立てる必要はない。5－2で引用した佐佐木2）が指摘しているのはこのことである。しかし，一般には，
何も手を加えることなく迎える将来の姿は望ましいものではないことが多いため，よりよい姿へと導く
ためにはどの計画代替案を選択し，実施することが良いかを伍）の手順に従って検討することとなる。
　さて，上述の結果として得られる将来の望ましからざる交通の姿を知ることができたなら，これを改
善するためのいくつかの対応策が策定される。これらの対応策の組み合わせ（Spi，SRi）が計画代替案
にほかならない。第6章で得られた計画諸変数と衝突事故確率との間の関連や第8章で示したシミュレ
ーション・モデルによる種々の検討結果を念頭において置くことは，計画代替案群を作成する際に役立
つ。作成されたいくつかの代替案の1つ，（Spi，SRi）に対して，（1）と同様にSpiが最低許容基準を
満足するか否かをまず半1」定する。満足しないならば別の代替案を検討し，満足するようであればOSH
ICOP一モデルを用いて航行安全性に関する検討を加える。この作業では，計画代替案により規定され
る航路特性と交通特性をモデルに入力することにより，当該計画代替案の下で計画対象交通流を流した
場合の船型対別の年間期待衝突件数Nk　k・i　・
　　　　Nkk’t－N姑’1（鋤酬F’）　　　　　　　　　　　　　　一・…・……（9・・2）
が求められる。計画代替案（Spi’SRi　l　Ft）を実施することによってもたらされる船型対別年間期待衝突
件数の減少分，d～Vh　k，、は，（9．2）式に示す現況の航路における船型対別年間期待衝突件X，　Nk　k，，との差
　　　　dNkk・i（Spi・　s・i　1Ft）－Nk　k，。（Spi・s・i　117t）－Nkk’i　（Spi・　SRi　IFt　）……一・…（9・3）
として与えられる。
一方，第7章に示した方法で，船型leとktの船舶が衝突する場合の事故1件当りの平均損害額ICkk，
を知ることができる。したがって，衝突事故に起因する年間総期待損失額の減少分　d　Lc（Spi，S，i　l
Ft）は，船型kとルに関する両者の積の総和，
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　　　　dLc（Spi・s・i　1Ft）＝fる（1・，kh’・1・k’　k）・dN・k・i（Spi，　s・i　IFt）・…一・…・（9・・4）
をとることによって求められる。上述の如き，計画の実施に伴う航行安全性向上の貨幣夕一ムによる測
定と並行して実施する迅速性の向上に関する検討は，次のような手順による。
　まず，航路特性と交通特性を第4章で開発した避航領域同定モデルに入力し，種々の船型の船舶対ご
とに避航領域の大きさの分布を求める。次いで，得られた分布を，第8章で構築した航行シミュレーシ
ョン・モデルにおける航行状態の決定を行う2つの副プログラム，ENTERとSEARCHに組み込む。
しかる後，計画代替案iに対応する航路特性交通特性の下でシミュレーションを実施し，船磐llの遅
延時間Tk　i，
　　　　T・i　一　T・i（Spi’　SRi　IFt）　　　　　　　　　　……………（9．・5）
を出力として得る。そして，遅延時間の短縮分　A　Tk　i（Spi，S．i　I　Ft）を，現行の航路における船19！Bl」
の遅延時間Tk　oとの差，
　　　　A　Tk　i（Spi，SRi　1　Fti　）－Tkl・（Spi，SRi　I　Ft）一　Tk　i（Spi，SRi　I　Ft）　　　……………（9．・6）
をとることにより求める。
　一方，8－4に示した方法により，船型kの船舶が被る単位時間当りの遅延損失ldkを知ることができ
る。当該航路における年間期待総遅延損失の減少分，d　Ldki（Spi，SRi　IFt），は当該航路の船型別年
間交通量をQkとして，次式により与えられる。
　　　　d　Ld・i（Spi・s・i　IFt）－x　ldk・4τ、〆㍉8’馴F’）・Qk　　　…・・…・……（9．7）
これより，現在の航路（SPo，SRo）を計画代替案（Spi，　SRi　）へと改善することによって，航路利用者が
新たに享受する便益Bt（Spi，SRi　I　Sp，，SR，，Ft）カs，次式の定義に基づき算定される。
　　　　Bt（Spi・S．i　I　Sp・，SR・，Ft）－Lc（Spi，SRi　IFt）＋d　Ld（蛎・竜i悟）……………（9・・8）
　他方，航路計画を実施に移すためには計画実施費用，Cc（Spi，SRi　lSPo，SRo），カs必要となる。した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■がって，望ましい航路計画とは，少ない計画実施費用で大きな利用者便益を上げられるものということ
になる。公共事業としての航路整備は多くの場合国民経済的観点に立って行なわれ，この場合，計画の評
価基準として各種のものが用いられている。評価基準の選択に関してはさまざまな議論があるが，ここ
では効率性基準の1つである純便益最大化基準を用いることとする。
　ところで，交通施設は一般に長期間にわたって供用されるものであり，航路計画とて例外ではない。
一154一
そのため，この間に発生し続ける便益と計画期間当初に投入される計画実施費用とを比較することは，
異時点における価値評価となるため，何らかの方法で価値評価の時点を揃えておかなければならない。
その1つが，全ての価値を現在価値に引き戻して相互に比較する方法である。そこで，T年間にわたる
利用者便益の総和をその現在価値Bu（Spi，　SRi　l　SPO，　SRo，　Ft）’に換算しておく必要がある。
　　　　B・（Sp・，…ISp・・・…Ft）一ゑ局（Spi・s・i　lSp。・SR。’Ft　（1＋rs　）t）　一（99）
ここに，rsは社会的割引率を示す。
　したがって，設定した代替案群のうち次式で表わされる国民経済的に見た純便益NBiを最大にするも
のすなわち，
　　　『N8i＝呼｛Bu（Spi，S・i　ISp・・SR…Ft　）一・CC（Spi，S・i　ISp・・SR・）｝
が最も望ましい航路計画代替案として選ばれる。
…　（9．10）
9－3簡単な例題
　前節で示した検討手順を簡単な例題に用いてみよう。
計画の対象となるモデル航路は延長10㎞，
幅員500m，水深20mの一様な形状をした一方
向航路である。航路延長の約40％の長さの区間
は周辺部分まで十分な水深を持つ水域が広がっ
ているが，残りの60％の区間は水深が10mしか
なく，図9－2に示す断面に掘削されている。
N
、も
HID’⇔！
　　　　　’一ノ m＝5H＝10mDニ20mL＝IO　ktn
図9－2　モデル航路の断面図
この上を交通量40隻／時パラメータμω＝1．6，σω＝0．25で規定される船型構成（これは，ほぼ現在
の浦賀水道航路におけるものに相当する）の計画対象交通流が航行する場合を想定する。ただし，簡単
のため，ここで操作する計画変数は航路幅員のみとし，他の計画変数は一定としておくものとする。し
たがって，ここでは種々の航路幅員を設定することが計画代替案を作成することに相当する。また，航路
諸元に関する最低許容基準は，本研究の主たる興味の対象ではないため，全て満足されているものと考
える。計画期間（計画実施後の供用期間）は航路の一般的な耐用年数を参考に，ここでは50年3）とし，
その間計画対象交通流は変化しないと仮定する。
　航路と交通流に関する上記の条件の下で，OSHICOP一モデルを用いて船型対別年間期待衝突件数を計
算することができる。図9－3にその1例として航路幅が1000mの場合の結果を示す。以下では，説明
の便宜上，船型を5つのランク（カ＝1，…，5）に分けることとし，図にはこの船型ランクの組み合わ
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せごとに年間の期待衝突件数の計算結果を表示して
いる。船型ランクとそこに属する船舶の総トン数の
関係は表9－1のとおりである。本図より，航路上
における船型対別の期待衝突件数が概ね0．1回から
数回程度であることが理解される。船型別ではk＝
3ないしk＝4，すなわち100　GTから3000GTま
での船舶の衝突危険度が高いように見えるが，これ
は，この船型ランクに属する船舶の全交通量に占め
る構成比率の高さが反映されているためである。
　既に述べたように，衝突事故確率と航路幅員とは
密接な関係がある。そこで，個々の計画代替案，す
なわち種々の航路幅員と年間期待衝突件数との対応
関係を調べたものが図9－4である。この結果は，
当然のことながら，より広い航路幅を有する航路が
望ましいことを示している。
　このようにして得られた航路幅と船型対別年間期
待衝突件数の関係は，第7章で調査した船型対別衝
突事故直接損失額（図7－2）を導入することによ
って船型対別年間期待事蜘員失に変換される。図9
－5の破線は，これらの総和をとることにより計算
される全船型に対する年間期待事故損失と航路幅と
（」
0
Loo
Q＝40 L　＝10．0（km）
ﾊω＝1．60
刀≠O．25
Q＝20
図9－4
　　　　1000　　　　　　1500　　2000　　2500
　　　　Naterway　Width　　N　（m）
航路幅と年間期待衝突件数の関係
7．5
10
1
10－1
IO－2
lO－3
k；3
求≠S
　＝
求≠T
求≠P
W・｜000（m）
k　竺10．0（km）
ﾊω・τ．60
刀≠O．25
｜0　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　50　　　　　　　　｜00 200
＝
図9－3
k＝2　　　　k＝3　　　　 k＝4　　　　　k＝5
　　　Shlp　length　　L　　（m）
船型対別年間期待衝突件数
表9－1　船型ランクと総トン数の対応
船型ランク 総トン数（Gτ）
々＝1 5～　　20
均＝2 20～　100
々＝3 100～　500
々＝4 500～3000
々＝5 3000～
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図9－5　利用者の期待費用
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の関係を描いたものである。現行の航路幅で
あるWo＝500　mに対応する損失額と各航路
幅の下での損失額との差が航行安全性の向上
による便益という形で利用者にもたらされる。
　次に，迅速性の向上として利用者にもたら
される便益を算定しよう。図9－6は上述の
条件を航行シミュレーション・モデルに入力
し，種々の航路幅の下での船舶の平均航行時
間を求めたものである。一般に船舶の航行速
50
　　　40（三εよ
03
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L　エ10．0
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航路幅と航行時間の関係
度は船型が大きくなるにつれて速くなるため，航路上での混雑が甚だしくなるにつれて，大型船が自由
速度に近い速度で航行する小型船に追従する傾向が現れてくる。そのため，全船舶が同程度の速度で航
行しているような場合は，船型が大きな船舶ほど遅延時間も長くなることに注意を払っておく必要があ
る。
　他方，船型ランクごとの単位遅延時間費用は表8－2のように計算される。この結果と船型別坪均遅
延時間，ならびに船翻1」年間交通量から船型別にみた年間の混雑費用が算定され，その総和を取ること
によって全船型に対する年間期待混雑費用が求められる。各航路幅に対する年間期待混雑費用は事故損
失額と共に図9－5に示してあり，この両者から航路幅と利用者費用の関係が実線で示すように対応づ
けられる。
　そしてT年間における両者の和を（9．9）式を用いて現在価値に換算すると，利用者総便益の現在価値
B（1川Wo，　T）が求まる。
　一方，航路改良に要する費用は，図9－2に示すように，航路周辺水域の平均水深から航路底面まで
の掘削深さがH，航路側端の勾配が1：5である台形断面を有する航路を想定し，単位土量あたり掘削費
用をCeとして算定する。ただし，航路幅は一般に当該水路の最狭隣部の幅員によって規定されているこ
とが多く，航路の一部区間を掘削するだけで全体としての拡幅が可能となる場合がある。そこで，これ
を航路全長に対する要改良区間長の比，rL，として表わすこととし，
　　　　Cc（AwI　w。）－Ce（w－w。）HL　rL　　　　　　　　　　…・…・…・…（9・・11）
により与えられるものとした。この時，T年間に発生する純便益NBは，
　　　　AIB（川W。・T）－B（wlW，。・T）－Cc（∠川耽）　　　……・・…・…（9・・12）
として表わされる。図9－7に，航路幅の変更に伴う改良費用と便益および両者の差として与えられる
一157一
純便益の変化を示す。社会的割引率は年間
　　　　　　　　　　　　36％，掘削費用は1000円／mの場合を考え
ている。また，前述の要改良区間長の比は
0．6とする。本図より，設定条件の下では
航路幅を900mとすることが最も望ましい
代替案であることがわかる。ただし，今回
は考慮に入れなかったが，事故による間接
費用も相当大きな額となるものと推測され
るため，実際上，望ましい航路幅はさらに
広くなるものと考えられる。なお，図9－
8に改良代替案の選定に及ぼす社会的割引
率の影響を，図9－9に同じく要改良区間長
の航路全長に対する比率の影響を示してお
く。
9－4　結　　語
　本章では，航路計画における適切な代
替案選択の手順を整理し，簡単化された
計画事例を想定してケース・スタディー
を行った。ここで述べた考え方の最も大
きな特徴は，これまで「安全は何ものに
も代えがたい」として，ともすれば無制
限に追求されようとしてきた航行安全性
を，限度はあるにせよ定量化し，迅速性
を主たる内容とする他の航路機能や計画
の実施費用とのバランスをも考慮するこ
とによって適切な水準が見出せるはずで
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図9－7航路拡幅に伴なう純便益の変化
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図9－8　社会的割引率が代替案選定に及ぼす影響
あるとするとともに，航路計画の計画変数と航路機能の発揮されている程度を示す指標との関連を明ら
かにしておきさえすれば当該水準を実現するために実施すべき航路計画代替案を容易に探索できると主
張している点にある。また，これまで単なる事項の関連図でしかなかったいわゆる”計画のフロー”を，
各ステップで必要とされる情報と作製される情報を明示的に示すことによって，検討の過程で行うべき
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諸作業の関連が示されている本来の意味
での“計画のフロー”とした点も特徴の
1つである。
　ケース・スタディーでは，この手順の
有効性を簡明に示すために，航路幅のみ
を操作可能な計画変数とする極めてシン
プルな事例を想定し，数値的な検討を行
った。この検討を通じて，以下の諸点が
明らかになった。
　　（1）想定した条件の下では，航路上
　　　で船舶相互の衝突によりもたらさ
　　　れる期待損害額は年間数十億円に
　　　も上り，実際には，これに加えて
　　　人命の損失や海洋汚染などに伴う
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図9－9　要改良区間長の比率が代替案選定に及ぼす影響
　　　費用が発生するため，航路における事故損失は予想以上に大きなものがある。
　　②　しかしながら，同時に，この損失は航路の拡幅によってかなりの程度低減可能となる。
　　（3｝同じ条件の下で，混雑による損失は衝突による損失とほぼ同程度にも上り，航路拡幅がもたら
　　　す混雑解消効果も無視できない。
　　（4）航路の拡幅がもたらす航行安全性の向上に伴う期待損失の低下と混雑費用の低下を航路の拡幅
　　　に要する費用と比較し，純便益を計算したところ，想定条件の下では純便益が極大となる航路幅
　　　が見出された。これをもって本研究で取り扱った範囲における最も望ましい計画代替案と見なす
　　　ことができると同時に，一連の検討を通じて，本研究で提唱した方法論と開発したモデルの有効
　　　性がある程度まで示された。
　なお，本ケース・スタディーでは計画変数を航路幅のみとしたが種々の航行規制の実施や航路横断橋
の開口幅決定などに対しても，同様の手順で検討を進めることができる。また，ここでは交通流の状態
を表わす指標として衝突事故確率と遅延時間のみに着目したが，これら以外にももちろん適切な指標が
ある。しかし，その場合でも，新たな指標に関する一連の手続きを，検討手順の中の両者の手続きと並列す
る位置に組み入れることによって考慮することが可能である。
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第10章　結 論
　一般に，システムが整備され効率化される程それに対する利用も高度化し，システムへの依存度も高
まる。このような状況が進展すればするほど，何らかの原因でその機能が停止した場合のダメージは大
きくなる。したがって，利用が高度化し集積が進むにつれて，その機能が常に発揮され機能停止による
損失を被ることのないよう，本来の機能面における効率性のみでなくシステムの信頼性をも高めておく
ことが要請される。すなわち，本来の機能に加えて信頼性をも併せ持ったシステムを具現化するために，
両者をいかにバランスよく高めるか，がシステムを計画するにあたっての主眼となる。
　この意味で，航路計画はその典型であり，貨物や旅客を大量かつ迅速に輸送するという機能と，航路
上での事故に代表される機能停止の発生を防止するための信頼性の双方を効率よく高める方策を探りあ
てることがその内容となる。本研究は，このような観点に立って航路計画の方法論について考察を加え，
その基礎となる海上交通流の挙動を解析した。
　研究は2編に分けて進められ，第1編では海上交通流の解析を，第ll編では航路計画の方法論に関する
議論を行った。ここで得られた主要な成果は以下のとおりである。
　第1編では，冒頭で，交通流を解析する際には結果の利用法を常に念頭に置いておくべきであり，目
的に応じた解析の視点とその方法が存在することを強調した。しかる後，第2章で，まず海上交通流が，
道路交通流と対比して，①運動の二次元性，②操縦性の低さ，③操船に際しての不確実性の大きさ，の
3点で特徴的であることを述べた。また，操船挙動に占める操船者の意思決定行動の割合が極めて大き
いため，交通流を解析するに当たってこの事実に十分考慮を払っておくことの重要さと，確率論的な挙
動記述の必要性を指摘した。そして，第3節以降では，海上交通流の基本的な特性のうち，以下の検討
で必要となるにもかかわらずこれまで明らかにされていなかった，航路上を航行する船舶の方位角分布，
避航開始距離分布，避航船舶の航過距離分布の3つを観測データを整理することにより定式化した。
　第3章は，航路計画において先に述べたシステム信頼性に相当する航路上での船舶衝突事故危険度に
ついて検討したものである。ここでは，海上交通流の全体的挙動の変化が主として安全性の面に反映さ
れることを指摘し，第2章で明らかにした交通流の基本的特性を用いて，一様な航路と横断交通のある
航路，および航路横断橋が存在する航路における船舶衝突事故確率を推定する理論モデル（OSHICOP
一モデル）を構築した。このモデルには，中央分離表示の有無や横断橋橋脚までの緩衝帯幅といった，
衝突事故確率に大きく影響するにもかかわらず従来のモデルでは考慮されなかった航路計画の際の計画
変数が操作変数として豊富に組み込まれているだけでなく，航行船舶の船型構成や速度のばらつき，方
向別の交通量などの変化による影響を，分布形を規定するパラメータを変更するのみで極めて簡便に知
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ることが可能なため，計画代替案ごとの衝突危険度を詳細に検討できるという利点を有している。モデ
ルは良好な現象説明力を有することが検証されており，これで航路計画の実施に伴う衝突事故確率の変
化を予測することが実用上十分な精度で可能となった。この種の既往のモデルと比較して，本モデルが
航路の安全性向上方策の探索と代替案評価を行うための道具として，操作性と現象説明力の点でより適
切であることが示された。また，この種のモデルを作成，検証する過程に存在する問題点についても議
論を加えた。
　第4章では，船舶の避航領域に関する解析を行った。ここでは，避航領域の概念について再考し，こ
れを記述するための記述形式が有すべき要件を提示した。これによって従来より繰り返し行なわれてき
た議論が，概念そのものの定義を論じようとするものではなく，単にその境界をどこに設定するかが主
たる論点であったことを指摘し，避航領域の境界は，これまではそうではなかったのだが，交通流の全
体的挙動の把握やサービス・レベルに応じた実用交通容量の算定といった解析と利用の目的に応じて設
定せらるべきことを強調した。　しかる後，　「避航領域は操船者の意思決定の結果として生成されるも
のである」との著者の考え方を述べ，この考え方に沿って非集計的な避航領域のモデル化を行った。避
航領域の解析は，これまでわずかの例を除いて観測データを統計的に整理したものであり，ここに示し
たようなモデル化は現在のところ他に類を見ないものである。出力の面からこのモデルを見ると，避航
領域を分布として取り扱い，その形状が航行環境と船舶特性によって規定される点が本モデルの特徴と
言える。一定の条件下で試算した結果，従来の提唱値よりやや小さな平均値を有するほぼ正規分布に近
い形状をした側方避航領域が得られている。これについて，著者は，従来の整理値が解析対象の中に非
避航船を含んでいたため，これによる影響を分離しえなかったことがこのような結果に反映されたもの
と考えている。なお，モデル化に加えて，観測データを用いてモデルの妥当性を検証する方法をも開発
した。
　一方，第皿編では航路計画の考え方とその手順に関する検討を行った。第5章では，航路計画の基本
要素を整理すると共に，既往の航路計画の方法論の問題点を指摘した。航路計画の目的のあいまいさ，
航路機能の定量的把握の欠如，ならびに計画変数と航路機能の対応づけの欠如の3つがその主たるもの
であり，これが結果的に，航路計画に合理性の裏付けが十分でなかったこと，および，計画のフローが単
なる要素間の関連図でしかなかったことをもたらした。これを受けて，
　　①航路の機能が発揮されている度合を定量的に考慮した航路計画
　　②航路の望ましさに対する総合的な評価
　　③リスクが存在するシステムの分析と計画
　　④計画対象交通流の概念
　　⑤　航行規制を考慮にいれた航路計画
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という5つの観点から，航路計画の方法論を論じ，リスク・アセスメントの考え方を参考に，航路計画
の方法論に関する基本的枠組みを提示した。
　第6章では，船舶衝突事故確率が航行安全性ひいては混雑の程度を表わす1つのよい指標であるこ
とを述べ，これをもって航路整備と航行規制の評価を試みた。具体的な検討には第3章で構築したOS
HICOP一モデルを用い，航路整備と航行規制に関する種々の方策と衝突事故確率とを対応づけた。検
討結果から，衝突確率が時間交通量および航路幅の幕乗にほぼ比例すること，方向別交通量比ならびに
航路境界条件と衝突確率は極めて密接な関係にあること，などが明らかにされ，さらに，方向別交通量
比が0．5に近い航路で航路中央分離表示を設置することの効果が大きいこと，一方向の交通量が卓越す
る場合には中央分離表示の変移が有効であること，10ノット以下の最高速度制限を設けることはかえっ
て逆効果を招くこと，などの有用な知見が数多く得られた。また，最大船型の制限は，制限船型が分担
する輸送量が他に転換するとした場合にのみ有効となり，交通機関分担の面からも検討を加える必要が
あることなどについても触れた。以上の解析を通じて，今後は航路整備や航行規制を単独で実施するこ
とにこだわることなく，これらを適切に組み合わせ，いかにして効果的なものとするかの選択が重要で
あることが理解された。
　第7章では，前章の結果を他の評価項目と比較するため貨幣換算を行なう方法を示した。安全を貨幣
タームで測ることに抵抗を感じるという意向も見られるが，こと船舶の運航に関する限り，暗黙裏に安
全性と経済性を比較していることがまず述べられ，事故危険度の尺度として適切である期待損害額を知る
ために，「事故1件当りの期待直接損害額」を求めることが本章の目的であることが明らかにされた。
そして，海難調査データに基づいて，衝突に起因する直接損害額を解析した結果全ての船型について
の平均的な額が約3900万円に上ることがわかった。
　第8章では，航路のいまひとつの機能である迅速性に関する検討を行った。ここでは迅速性の指標と
して，航路を通過する際に混雑により被る遅延時間を採用した。そして，航路の特性とこの遅延時間と
の関係を知るために，第4章で開発した避航領域モデルに基づく航行シミュレーションモデルを作成し
た。実績値および同一条件下で求めた計算値とを比較し，航行時間に関してはよい現象再現能力を有し
ていることが検証された。これより，使用の目的によっては簡単な構造のシミュレーションモデルであ
っても実用上十分であることが再認識された。本モデルが現象再現性に優れている事実は，第4章で開
発した避航領域モデルの妥当性を裏付けるものである。また，シミュレーションモデルの妥当性につい
ても言及し，使用の目的に応じて検証の方法や適合性をチェックする指標が異なることを述べた。
　第9章は，第皿編における議論を総合する部分に当たる。ここでは，第5章で提示した航路計画の考
え方に関する基本的枠組みに，第6章～第8章で検討した結果を導入して「航路計画の検討手順」とし
てとりまとめると共に，簡単な例題を通じて検討を加え，その妥当性を示した。
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　以上の検討を通じて，海上交通流の解析と航路計画の方法論に関する著者の考え方を述べた。これに
より，この分野におけるこれまでの研究に若干なりとも新たな視点を示しえたのではないかと考えてい
るが，残された課題も少なくない。列挙すると，
　①交通流特性の解析に関しては，影響要因の数に比べて何といってもデータの量が少ない。したが
　　って，これまで得られた成果の中には，ある程度特殊な状況下に限定されたものもある。これらを
　　明らかにするため更に多くのデータの集積を図り，より普遍的な解析結果とする必要がある。
　②　航路上における遅延時間の推定にはシミュレーションモデルを用いたが，理論面からの解析やモデル
　　化をさらに進め，海上交通流あるいは二次元交通流を対象とする交通流理論の構築を図ることが望
　　まれる。
　③　操船者の行動モデルに関しては効用関数の同定等さらに精緻化を図ることが期待される。
　④　航路計画の対象領域として施設計画と管理・利用計画だけでなく計画の5要素で言うところの構成，
　　即ち，構想から実施に至るプロセスをも取り込めるよう拡張して行く必要がある。
などであり，これらが本研究で成し得なかった課題あるいは本研究を進める過程で新たに明らかとなっ
た今後の研究の方向である。
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主要記号一・覧
　a　：航路側端条件を表わすパラメータ
　B　：船　幅
　D　：衝突直径
fl（1）：避航開始距離分布
ηo苛
：横切り関係において義務船を示す添字
：船舶の総トン数
：行き合いを示す添字
：着目船を示す添字
相手船を示す添字
：無次元化された旋回性指数
：避航開始距離
：限界避航開始距離
船舶長
航路長
出会い2船の航路幅方向相対距離
：着目船が出会い状態となる船舶数
：追い越しを示す添字
　1隻トリップ当たり船舶衝突確率
Pdewc：相手船に対する避航失敗確率
Pe　：基本衝突確率
Pewc　　2船の出会い確率
Pf　：橋脚に対する避航失敗確率
　Q　：時間交通量
　r　：変針避航時の回転半径
R　：操船者が抱く衝突危険度
Rmax：許容最大衝突危険度
Rmin　許容最小衝突危険度
　S　：横切り関係において保持船を示す添字
T　：被追い越しを示す添字
T’　：無次元化された追従性指数
　γ　；船舶の航行速度
W　　航路幅
　X　：航路幅方向の航行位置を示す座標
　y　　航路長手方向の航行位置を示す座標
　δ　　変針時の舵角
　θ　：変針角
　λ　：方匡覗IJ交通量比
μω　：船型構成分布の対数平均
σω　：船型構成分布の対数標準偏差
　g　：航行船舶の方位角
　φ　：航路交差部における交差角
φu（U）　同航時側方航過距離分布のP．d．　f，
φx（X）　航路幅方向の航行位置分布のP．d．万
φg（g）：方位角分布のP．d．　f．
鬼（φ）：船型構成分布のP．d．　f，
　ω　：対数船舶長
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